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はじめに 

今日、気候変動による自然災害の頻発・甚大化、資源の枯渇、生態系の破壊など、

地球環境問題は、世界全体が抱える重要課題の一つとなっています。特に、国連気候

変動枠組条約パリ協定を背景に、日本を含む 150か国以上が、2050年までのカーボン

ニュートラル実現を表明しており、世界が脱炭素化に向けて加速しています。企業へ

の期待もますます高まっており、持続可能な社会の実現を目指すことが、企業にも求

められています。ダイキングループは、環境保全を経営の最重要課題のひとつとして

位置づけ、積極的な取り組みを行っています。当社は、２０１８年には、「環境ビジョ

ン２０５０」を策定しました。このなかで、当社の事業活動および製品・サービスに

起因する温室効果ガス排出実質ゼロを掲げました。環境負荷のより小さい製品を市場

に提供していくことは、メーカーである私たちの責務です。そのためには、資材・部

品の調達から、加工・組立、輸送、使用、廃棄にわたる製品のライフサイクル全体を

通し、環境負荷の低減に努めなければなりません。これは当社だけで実行できるもの

ではなく、お取引先様の協力が不可欠です。  

世界の動向を見ると、脱炭素化に向けた取り組みに加え、有害化学物質や環境配

慮設計に関わる規制強化に伴い、環境に配慮した調達業務がますます必要となって

います。生物多様性の保全に繋がる活動や水資源保全への対応と合わせ、お取引先

様と連携し、進めてまいりたいと考えています。 

当社の取り組みに対する皆様のこれまでのご協力に感謝しますとともに、より一

層のご理解、ご支援をよろしくお願い申し上げます。 

 

ダイキン工業株式会社  

常務執行役員（地球環境担当）  

澤井克行 
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１. ダイキン環境方針とグリーン調達 
    

ダイキングループでは、2002 年 8 月 グループ経営理念の制定を機に、グループ環境基本

方針を制定しました。 

 

 

 

 

グループ環境基本方針 

 

 ■ 環境理念  

環境社会をリードする 

 地球環境への積極的な対応は、さまざまな事業を展開す

る私たちの使命であり、これを優先して経営に組み込んでい

きます。 

商品開発、生産、販売など経営全般にわたり、あらゆる 

地球環境の維持向上活動を展開するとともに、より良い環境

社会を実現するための商品開発や技術革新を推進します。 

「環境対応は重要な経営資源」と捉え、環境対応と企業 

経営を融合し、環境対応の実践が、外部からの信頼の獲得

や事業の拡大、さらには業績の向上につながるという「環境

経営」の先進企業であり続けます。そして良き地球市民とし

て、快適な地球環境をつくりあげる活動の一翼を担います。 

 

 

製品のライフサイクルを通して地球環境への負荷を

できる限り小さくしていくため、環境負荷の小さい生

産活動、使用時および廃棄時に環境負荷の小さい

製品の開発と共に、環境負荷の小さい資材・部品の

調達、いわゆる「グリーン調達」が必要です。 

また、ダイキングループが販売する製品に有害化学

物質等が含有されないようにするリスク管理の一環

という狙いもあります。 

 

 

グリーン調達の狙い 

 

資材、部品等を調達する際に、環境への負荷が出来

る限り小さいものを、環境への取り組みに優れた取

引先から優先的に調達することです。 

     

 

環 境 

品 質 

価 格 納 期 

 

 

■ 行動指針 

１． グループ全員が環境問題への知識を深め、社会全体 

とのかかわりに責任を持って行動する。 

２. ｸﾞﾙｰﾌﾟで「環境経営」を積極的、かつ効率的に実践 

するために、環境マネジメントシステムを構築し、その徹底 

とさらなる向上をはかる。 

３． 商品開発、生産、販売、物流、サービス、リサイクルなど   

事業全般にわたって環境活動を展開する。 

特に地球環境の維持向上に貢献できる商品開発   

や技術革新、さらには環境ﾋﾞｼﾞﾈｽ展開で社会をリード 

する。 

４． グローバルに整合した施策を展開するとともに、国や   

地域の特性に応じた環境対策を推進する。 

さらに、関連企業や外部の組織・機関との連携、協業 

を積極的に進める。 

５．環境に関する情報を正直かつ公平に開示する。 

また、社内外の意見に率直に耳を傾け、環境保全活動 

の継続的な改善に活かす。 

 

グリーン調達とは 

 

ダイキングループが生産活動において調達する 

製品、資材（原材料、補助材料）、部品（購買部品、

外注部品）を対象とします。 

 

 

グリーン調達の対象 
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環境負荷の小さい製品づくりに対して、資材・部品の調達、加工・組立、輸送、使用、廃棄ま

での製品ライフサイクルでの課題を挙げると以下のようになります。この中で、グリーン調達

課題としてとりあげた項目を推進していきます。 

 

 

■ 環境負荷の小さい製品づくりにおける課題 

 
ﾗｲﾌｻｲｸﾙ 

製品環境課題 

（当社） 
製造その他の課題 

（当社） 

グリーン調達課題 

お取引先様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ 環境負荷の小さい資材・ 
部品の選定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 省梱包化設計 
モーダルシフト 

 
 
・ 省エネルギー製品設計 
・ 冷媒の漏れがなく且つ、 

回収しやすい製品 
 
 
 
 
 
 
 
・ﾘｻｲｸﾙしやすい製品設計 

 
・ リユース部品採用等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ エネルギー使用量削減 
・ 廃棄物排出量削減 
・ 化学物質管理 
・ 汚染防止 

（大気、水質、騒音など） 
 
 

・ 輸送時の環境負荷低減 
モーダルシフト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ構築 
・ ﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ回収／破壊 

 
・自給品の有害化学物質

含有しない資材・部品の
調達 

 
              

・省梱包化（梱包レス化） 
木材パレットの代替化等 
梱包通函化 

・輸送時の環境負荷低減 
  モーダルシフト 
 
・エネルギー使用量削減 
・廃棄物排出量削減 
・化学物質管理システム 
・汚染防止 
（大気、水質、騒音など） 

 
 ・生物多様性保全 
  
 ・水資源保護 
 
・当社の環境配慮設計に 
対応した資材・部品設計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

有害化学物質の代替化 

ﾘｻｲｸﾙしやすい資材・部品 

再生材の利用 

よりエネルギー効率の 

高い資材・部品の選定 

 

 

分解時間短縮 

部品点数削減 

樹脂材料の表示 

 

資材・部品 

の調達 

 

加工・組立 

 

製品使用 

 

廃棄 

 

輸送 

 

輸送 

 

輸送 
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2.グリーン調達における基本的な考え方 

● お取引先様との取引に際しましては、当社要求事項に対して積極的に取り組まれるお取

引先様を優先とさせていただきます。 

  特に、化学物質に関しては、当社の要求事項を順守していただきます。 

   化学物質の管理ランクは下表に定める。 

 

管理ランク 物質例 

禁止 （38 物質群） カドミウム、六価クロム、鉛、水銀、TBT 類､PBB､PBDE､PCB 類､PCT 類､ 

ポリ塩化ナフタレン、F ガス、ヘキサブロモシクロドデカン(HBCD)､ 

特定 PFOA 類､DEHP､BBP､DBP､DIBP 注 1)､PAHs､バイオサイド規則対象物質、

TCEＰ、ＴＤＣＰＰ、メトキシエタノール、PIP(3:1)、C9-C14 PFCA、PFHxS、 

デクロランプラス、UV-328、MOAH、MOSH 等 

削減 （1 物質群） HCFC 

管理 ポリ塩化ビニル（塩ビ）、IEC62474 報告対象化学物質リスト、 

REACH 規則 高懸念物質(SVHC)群 

注１） DEHP､BBP､DBP､DIBP は 2019 年 1 月より法規制対象部品から順次禁止｡ 

※ 詳細は指定化学物質リスト参照 

 

● お取引先様と連携した温室効果ガス削減の取り組みとして、お取引先様の使用エネル 

ギーCO2 排出量を把握して参ります。 

●排出物削減による資源保護や地球温暖化防止活動を通じて、生物多様性保全および 

水資源保護のグリーン調達活動を推進します。 

 

3.グリーン調達要求事項 

１） お取引先様の環境経営に関する要件 

● 環境マネジメントシステム 

環境マネジメントシステムを構築し､ISO14001 認証取得をする。 

あるいは、環境マネジメントシステム第三者認証取得する。 

（一部、取引対象物品と取引量によって認証取得は任意です。） 

サプライチェーンマネジメントの観点から、 

お取引先様自身のグリーン調達実施と化学物質管理システム構築と運用実施。 

弊社から見た二次三次以降のサプライヤー様からの環境情報伝達を推進いただく。 

● 法順守 

関係する法律を順守していること。また、過去 2 年間に法律違反で処罰を受けて 

いないこと。 

● 省エネ、廃棄物、輸送手段等の環境自主改善活動の推進 

● 情報提供 

当社が要求する場合、必要な環境情報を提供いただくこと。 

尚、秘密情報となり得る場合は、事前にその旨ご連絡ください。 
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2) 製品に関する要件              

● 化学物質管理    

①化学物質の使用制限  

納入品への要求 ：当社に納入される資材・部品等については、原則として「指定化学物質 

リスト」に指定する禁止物質の含有を禁止 

但し、仕向け国（地域）の法的要求が無い場合は別途対応を協議する 

また、完成品（販売品）に当該物質が含まれないことが明白で、且つ製造過程において必要

不可欠となる物質の扱いについては、事業部と CSR・地球環境センターとで別途協議の上、

納入可否を決定する 

 

②化学物質調査への協力 

当社より要求(REACH 規制等)がある場合､化学物質の含有量､含有部位､含有目的およ

び有害性の把握と情報提供 

 

③削減ランク物質について自主的な削減および管理物質の適正な管理実施 

 

● 包装材 

納入品の包装材減量・適正化、通い函化、Oneway 木材パレットの代替化等 

 

● 設計業務のある場合には環境配慮設計の実施 

 

4. 本ガイドラインの活用 

１） 当社購買・資材部門から、お取引先様宛に調査表での自己評価を依頼致します。 

自己評価していただいた結果を毎年、購買・資材部門にて集約・評価します。 

尚、評価結果に基づいて改善要望などを提示させていただきます。  

２） 必要に応じて、当社より、環境取組状況の調査（立ち入り調査・ヒアリング）を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「グリーン調達調査表」はダイキンホームページよりダウンロードしてください 

http://www.daikin.co.jp/kankyo/supplier/guideline.html 

なお、本ガイドラインとは別に製品個々の要求仕様を定める必要がある場合には、別途 

定める購入仕様書にて提示させていただきます。 
 

  

当社購買・資材部門 

 

お取引先様評価 

 

 

 

お取引先様 

 

調査表による自己評価依頼 

 

自己評価結果報告 

 

 調査・改善要望提示 

 

http://www.daikin.co.jp/kankyo/data/2004/shohin/guide.html
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5.指定化学物質ﾘｽﾄ 

製品に含まれる化学物質のうち下表 36 物質群および今後追加される REACH 規則の SVHC

について､3 つの管理ﾗﾝｸを定めて管理する｡ 

【禁止】 使用を禁止【削減】 使用を削減 【管理】 意図的添加、含有既知の場合は報告。 

■指定化学物質リスト                               Ｒ：法規制、Ｉ：情報  

No. 名称 CAS No.(代表) 管理 

ランク 

クライ 

テリア 
閾値レベル 

※18 

1 カドミウム及びその化合物 (※15 ※16 ※17) 7440-43-9 禁止 R 均質材料中の

カドミウムの

0.01wt% 電池中

のカドミウムの

0.001wt% 

包装材:重量比 

100ppm 未満 

2 六価クロム化合物 (※17) 10588-01-9 R 均質材料 中の

六 価 ク ロ ム の

0.1wt% 

包装材 :重量比 

100ppm 未満 

3 鉛及びその化合物 (※15 ※16 ※17)  7439-92-1 R 均質材料中の

鉛の 0.1wt% 

電池中の鉛の 

0.004wt% 

包装材:重量比 

100ppm 未満 

4 水銀及びその化合物 (※15 ※16 ※17) 7439-97-6 R 意図的添加ま

たは均質材料

の水銀の

0.1wt% 

意図的添加ま

たは電池中の

水銀の

00001wt% 

包装材 :重量比 

100ppm 未満 

5 ビス（トリブチルスズ）＝オキシド（TBTO）(※23) 56-35-9 R 意 図 的 添 力 ま

た は 製 品 材 料

中の 0.1wt% 

6 トリブチル鈴化合物（ＴＢＴ類）  2155-70-6 R 意図的添ｶまた

はスズ元素とし

て部品中の

0.1wt% 

トリフェニルスズ化合物(TPT類)  (※1 ※23) 1803-12-9 

ジブチルスズ化合物(DBT類) 683-18-1 部品中のスズ

の0.1wt 
ジオクチルスズ化合物(DOT類)  (※1) 26401-97-8 

7 ポリ臭化ビフェニル類(PBB類) ― R 均 質 材 料 中

0.1wt% 

8 ポリ臭化ジフェニルエーテル類(PBDE類) 
デカーBDE（デカ・ブロモ・ジフェニール・エーテル） 

(※19  ※23) 

― R  意図的添加 

(※20) 

9 ポリ塩化ビフェニル類(PCB類)(※23) 1336-36-3 R 意図的添加 

10 ポリ塩化ターフェニル類(PCT類)(※15) 61788-33-8 R 材料の 

0.005wt% 

11 ポリ塩化ナフタレン類（塩素原子１個以上）(※23) 70776-03-3 R 意図的添加 

12 短鎖型塩化パラフィン類 (※15) 85535-84-8 R 意図的添力 

または 0.1wt% 

(※21) 

13 パーフルオロオクタンスルホン酸塩(PFOS類)  

(※2 ※23 ) 

 

1763-23-1 R 意図的添加 

または部品中 

の0.1wt% 

(PFOSの合計と

して) 

意 図 的 添 加 ま

たはコートされ

た 材 料 の 1 μ

g/m2 

14 フッ素化温室効果ガス(HFCs,PFCs,SF6) (※3) ― R 意図的添加 

15 アスベスト類 (※15) 77536-66-4 R 意図的添加 
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16 一部の芳香族アミンを生成するアゾ染料・顔料 (※4 ※15) 92-67-1 R 生成アミンが仕

上がり織物/皮

革製品の 

0.003wt% 

17 オゾン層破壊物質（HCFCを除く） (※5) ― R 意図的添加 

18 放射性物質 7440-61-1 R 意図的添加 

19 2-(2H l,2,3-ベンゾトリアゾールー2- 

Yl)-4,6-ジtertブチルフェノール (※15 ※23) 
3846-71-7 R 意 図 的 添 加

または 0.1wt% 

20 ジメチルフマレート（フマル酸ジメチルDMF） (※6 ※15) 624-49-7 R 部品中の 

0.00001wt% 

21 ヘキサブロモシクロドデカン(HBCD)およびすべての  主要

ジアステレオ異性体(HBCD) (※7 ※23) 
25637-99-4 R 意図的添加 

または 0.01wt% 

22 特定ＰＦＯＡ類（パーフルオロオクタン酸＆その塩 

およびそのエステル) (※8） 
335-67-1 R PFOAとその 

塩の合計で 

成形品や混 

合物中の 

0.0000025wt%､ 

PFOA関連物 

質またはそれ 

らの組み合 

わせで成形 

品や混合物 

中の0.0001wt%  

(※22) 

23 フタル酸ジ（2-エチルヘキシル）（DEHP） (※9 ※15 ※22） 117-81-7 R  

 

均 質 材 料 中

の 0.1wt% 

24 フタル酸ブチルベンジル（BBP） (※9 ※15 ※22） 85-68-7 R 

25 フタル酸ジブチル（DBP） (※9 ※15 ※22） 84-74-2 R 

26 フタル酸ジイソブチル（DIBP） (※9 ※15 ※22） 84-69-5 R 

27 多環芳香族炭化水素（PAH） (※10 ※15） 50-32-8 R ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 

またはｺﾞﾑ部 

品の0.0001wt% 

28 トリス（2-クロロエチル）ホスフェート（TCEP）および、リン酸ト

リス（1,3-ジクロロ-2-プロピル）ホスフェート（TDCPP）(※14) 
13674-87-8, 

115-96-8 

R 部品の0.1wt% 

29 2-メトキシエタノール 109-86-4 R 意図的添加 

30 リン酸トリアリールイソプロピル化物 (PIP(3:1)) （※25） 68937-41-7 R 意図的添加 

31 C9-C14ペルフルオロカルボン酸 (C9-C14 PFCA)とその塩

およびC9-C14 PFCA関連物質  
375-95-1 

335-76-2 

2058-94-8 

307-55-1 

72629-94-8 

376-06-7 

R C9-C14 

PFCA とその

塩の合計で

25ppb 以下、

または

C9-C14 

PFCA 関連物

質の合計で

260ppb 以下 

32 ペルフルオロヘキサンスルホン酸(PFHxS)とその塩および

PFHxS関連物質  
355-46-4 R 25ppb 

または PFHxS

前駆体化合

物の合計で

1000ppb 

33 １～７個の芳香環を含む鉱物油芳香族炭化水素(MOAH) 

 
― R 包装材と印刷

物のｲﾝｷ中の

1000ppm 

34 ３～７個の芳香環を含む鉱物油芳香族炭化水素(MOAH) 

 
― R 包装材と印刷

物のｲﾝｷ中の

1ppm 

35 １６～３５個の炭素原子をもつ鉱物油飽和炭化水素

（MOSH） 
― R 包装材と印刷

物のｲﾝｷ中の

1000ppm 

36 1,6,7,8,9,14,15,16,17,17,18,18-ドデカペタシクロ

[12.2.1.16,9.02,13.05,10]オクタデカ-7,15-ジエン 

（”デクロランプラス”™） 

13560-89-9 R 意図的添加 

37 2-(2H-ベンゾトリアゾール-2-イル)-4,6-ジﾞ-tert-ペンチルフ

ェノール(UV-328) 
25973-55-1 R 意図的添加 

38 バイオサイド規則対象物質 (※11） ― R 意図的添加 

39 オゾン層破壊物質（HCFCのみ） ― 削減 R 意図的添加 

40 ポリ塩化ビニル（PVC） 9002-86-2 管理 

 

 

I  

41 REACH規則 高懸念物質（SVHC）群 

（本ガイドラインで指定する禁止物質は除く）※13) 
― R 個々の成形品 

の 0.1wt (※24) 
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42 IEC62474報告対象化学物質リスト 

（本ガイドラインで指定する禁止物質は除く） ※12） 
― 管理 ― ― 

※1)TBT類およびTPT類は､EUでの上市禁止｡スズ濃度の許容値は0.1%以下 

   DBT類は､EUでの上市禁止。スズ濃度の許容値は0.1%以下 

   DOT類は、EUでの上市禁止｡但し､禁止用途は｢皮膚に触れる商品類｣と｢2成分常温硬化シール剤のみ。 

スズ濃度の許容値は0.1%以下 

※2)2009 年 5 月に POPs 条約 COP4 で PFOS 類が付属書 B に追加｡同時に 2009 年 10 月に化審法改正が交付され 

PFOS 類が第 1 種特定化学物質に追加｡2010 年 4 月より化審法で禁止 

使用用途は①エッチング剤の製造①半導体のレジスト製造③業務用写真フィルムの製造のみ 

※3)禁止用途については､F ガス規則附属書Ⅲの上市禁止項目を参照のこと。 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32014R0517 

※4）特定アミンを形成するアゾ染料・顔料で人体に長時間接触する用途に適用(例：リモコン外郭) 

※5)HCFC の発泡剤使用は禁止｡HCFC の冷媒使用も国内･EU 向けは禁止｡ 

※6)2009 年 3 月の EU 委員会決定(2009/251/EC)により､2009 年 5 月以降､ジメチルフマレート(DMF)を含有する 

   製品の上市が禁止。DMF は防カビ剤として、包装や革製品などに使用されている。許容濃度は、0.1mg/kg 以下。 

※7)2013 年 5 月の POPs 条約 COP6 で HBCD が附属書 A(廃絶)に追加された｡ダイキングループでは 2014 年 11 月 

26 日以降､HBCD を使用禁止とした｡ 

※8）ノルウェーでは 2014 年 6 月 1 日以降(一部用途は 2016 年 1 月 1 日以降)､特定 PFOA 類を含有する消費者用 

   製品の製造､輸入､輸出､販売が禁止となった｡REACH 規制では 2020 年 7 月 4 日より規制されるが､ 

   ダイキングループでの REACH 規制に対応した使用禁止は 2020 年 1 月 1 日以降の法規制対象生産分より 

順次適用とする｡ 

  ※9)2015年3月31日付けEU指令(EU)2015/863にてフタル酸エステル4物質が制限物質に追加された｡ 

   EU での適用開始は 2019 年 7 月 22 日であるが､ダイキングループでは、法規制対象部品は、2019 年 1 月 1 日以降の

生産分より使用禁止とした｡法規制対象外の部品については､原則 2021 年 1 月 1 日以降の生産分より使用禁止とし､

適用できない場合は個別協議による｡ 

  ※10)人の皮膚または口腔内に直接かつ長時間,または短時間で反復的に接触するゴムまたはプラスチック部品・材料。 

   ※11)2017 年 3 月 2 日以降､EU で承認の申請が行われていない殺生活性物質は使用禁止となった｡ 

     殺生機能(抑止、無害化)を有する(=抗菌性･防カビ性等がある)物質または混合物である｡ 英国の GB-BPR 規則でも

定義は同じである｡ 

※12)国際電気標準会議(IEC; International Electrotechnical Commission)が作成した IEC62474(規格名称:電気･電子業界

の製品に含有する化学物質や構成材料に関するサプライヤチェーン間の情報伝達の国際規格)の報告対象物質リス

ト(Declarable Substance List; DSL)に収載されている報告対象物質を指す｡その物質が IEC 加盟国の法規で電気電

子製品への含有を禁止･制限･報告要求･表示要求されていて法規の発行日が特定されている物質

(criterial,“ Currently Regulated＂)が収載されている｡ 表照: :http://std.iec.ch/iec62474 

   ※13)今後追加される SVHC はすべて管理対象とする｡ 都度の追記はしない｡ 

尚,下記の欧州化学品庁（ECHA）のインターネットページで,最新の SVHC リスト掲載。 

http://echa.europa.eu/web/guest/candidate-list-table 

  ※14）米国コロンビア特別区にて、2019年1月1日以降トリス(2-クロロエチル）ホスフェート(TCEP)および、 

      リン酸トリス(1,3-ジクロロ-2-プロピル）ホスフェート(TDCPP)の部品質量あたり0.1wt%を超える含有を禁止 

       主な用途は合成樹脂の難燃剤･添加剤､繊維処理剤 

※15)EU有害物質規制(76/769/EEC)は,2009年6月1日よりEU―REACH規則(1907/2006/EC)附属書17に移行｡ 

   それぞれの用途毎の使用制限に従う｡ 

※16)EU電池指令(2006/66/EC)およびその改正指令(2013/56/EU)､韓国電池指令､中国規格GB 24427-2009に従い､ 

以下の許容値を超える電池は,EU法規制対象となる仕向地に上市することができない｡ 

・水銀： 

-EU電池指令（2006/66/EC）→0.0005wt%以下  

-韓国電池指令、中国規格GB-24427-2009  → 意図的添加または電池中の水銀の0.0001wt  

（ボタン電池は,2015年10月1日までは 2wt％以下 ） 

・カドミウム： 

-EU電池指令（2006/66/EC）→0.002wt ％以下  

-韓国電池指令→ 電池中のカドミウムの0.001wt％ 

・鉛：中国規格GB 24427-2009→アルカリ性マンガン乾電池中の鉛の0.004wt％ 

※17)・包装や包装材に含まれる鉛,カドミウム,水銀,六価クロムの合計濃度ﾚﾍﾞﾙは,重量比100ppmを超えては 

いけない｡ 

・濃度ﾚﾍﾞﾙは手作業で分解できるそれぞれの包装材について重金属の総重量が100ppm以下でなければならない。 

・包装材は、段ボール、木材、留め金、バンド、発泡スチロール等が考えられる。 

※18)閾値が「意図的添加、含有基準値」の指定化学物質について、「意図的添加なしかつ閾値以下の含有」以外は禁止に

該当する。 

※19)EU RoHS指令に基づき､均質材料中の0,lwt%を超すPBDEの含有が禁じられているが、コロンビア自治区においては、

2014年度以降"D.C. Law 18-336 for Washington D,C,"に基づきPBDEの使用を禁じている｡もし､不純物として0.1lwt%

以下を含有することが判明した場合､納入前に個別協議を設定する事｡ 

※20)報告用途が「織物またはその他のコートされた材料」である場合、下記の閾値を遵守のこと。 

・閾値:意図的添加、材料中の0.1wt% 
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※21)報告用途が「織物および、フィルムまたは紙または印刷用原版用の写真コーティングおよびその他のコートされた製

品」である場合、下記の閾値を遵守のこと。 

･消費者向け:lμ g/m2(PFOAの合計として)[報告ﾚﾍﾞﾙ:材料] 

･消費者製品を除く全製品:部品中0.1%(PFOAの合計として)[報告ﾚﾍﾞﾙ:材料] 

尚､除外用途については､欧州委員会委任規則(EU)2020/784の附属書による｡ 

※22)REACH規則においては､4物質合計で0.lwt%超が閾値となる 

※23)化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律｡第1種特定化学物質は,意図的使用を禁止｡ 

※24)個々の成形品の質量に対する物質含有量が0.1wt%を超える場合,｢含有あり｣とする｡ 

※25)PVC樹脂の難燃剤可塑剤や接着剤として使用される物質。 

    2024年10月31日以降米国内の流通禁止。接着剤・シーラント用途における使用は2025年1月6日以降禁止。 

また潤滑油における使用は禁止されていないが、記録の保管が必要なため含有の報告を行うこと。 

米国・プエルトリコ向けに上市される製品に搭載されない部品の適用時期は個別協議による。 

閾値が法律上規定されていないため意図的含有を禁止とする。但し、不純物として含有していることが判明した場合に

は個別協議を設定すること。 

※26) 包装材と印刷物への印刷インキに含まれる鉱物油が以下の閾値を超えてはいけない。 

物質 インキ中の閾値 実施日 社内適用日 

1～7個の芳香環を含む 

鉱物油芳香族炭化水素(MOAH) 

10,000ppm 2023/1/1 即適用 

1,000ppm 2025/1/1 2024/7/1 

3～7個の芳香環を含む 

鉱物油芳香族炭化水素(MOAH) 

1ppm 

16～35個の炭素原子をもつ 

鉱物油飽和炭化水素 (MOSH) 

1,000ppm 

※27) 2023/5/1～12日開催の、POPs条約締約国会議(COP11)で、当該物質が付属書Aに追加されることが決定された。

今後、加盟国への正式通知後、1年内に国内法化(化審法、EU POPs規則等)される。ダイキンでの使用禁止は、

2024年1月1日以降の生産分より適用とする。適用できない場合は個別協議による。 

 

   

 

･CAS No,     : 国際化学物質ｺｰﾄﾞ(CASはChemical Abstracts Serviceの略) 

･指定化学物質の決定に考慮した法規制及び基準 

･ 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律(化審法) 

･ EU-RoHS指令(2011/65/EU) 

･ EU-REACH規則(1907/2006/EC) 

・ フランス鉱物油規制 

 ・ ストックホルム(POPs)条約 

･ EU-Fガス規則(842/2006/EC) 

･ EU-電池指令(2006/66/EC) 

･ モントリオール議定書 

      ･ EU委員会決定(2009/251/EC) 

･ EU-包装及びその廃棄に関する指令(94/62/EC) 

     ･ ノルウェー製品規則 

･ EU-バイオサイトﾞ規則(528/2012､334/2014) 

・ 2016年発がん性難燃剤禁止改正法(D.C .Law 21-108) 

・ 韓国電池指令 

・ 中国規格GB 24427 2009 

・ スイス化学品化成品政令(ChemRRV) 

・ EU-POPs規則(EU)No 2019/1021 

・ (EC)No. 1005/2009 

・ 米国:1990年大気浄化法第611条 オゾン層保護法 

・ 米国原子力規制委員会規則 

・ 原子炉等の規制に関する法律（日本） 

・ Council Directive2013/59/Euratom) 

・ 放射性同位元素等の規制に関する法律（日本） 

・ PAH(多環芳香族炭化水素)に関するREACH規則(EU) No.1272/2013 

・ カナダ2012年特定有害物質禁止規則 
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■対象物質の適用除外について 

  RoHS II 指令で適用除外を受ける用途｡(番号は指令に整合)それ以外の用途についても 

  現時点で技術的に代替が困難な場合に適用を除外する場合があります｡ 

 なお、カテゴリ I の適用除外用途及び有効期限のみを記載し、そのほかのカテゴリについては割愛します。 

 

適用除外用途 有効期限 

5(b) ガラス蛍光管であって鉛含有量が 0.2wt%を超えないもの ※1 

6(a)-I 
機械加工用の鋼材に合金成分として含まれる 0.35wt%までの鉛、 

ホットディップ溶融亜鉛めっき鋼中に重量比 0.2％まで含まれる鉛 

※1 

6(b)-I 
鉛含有アルミニウムスクラップのリサイクルに由来するアルミニウムに合

金元素として含まれる 0.4wt％までの鉛 
※1 

6(b)-II 機械加工用途のアルミニウムに合金元素として含まれる 0.4wt％までの鉛 ※1 

6(c) 鉛含有量が 4wt%以下の銅合金 ※1 

7(a) 
高融点ハンダに含まれる鉛（すなわち鉛含有率が重量で 85％以上の鉛ベ

ースの合金） 
※1 

7(c)-I 

コンデンサ内の誘電体セラミック以外のガラス中またはセラミック中に鉛を

含む電気電子部品（例 圧電素子），もしくはガラスまたはセラミックを母材

とする化合物中に鉛を含む電気電子部品 

※1 

7(c)-II 
定格電圧が AC125V または DC250V またはそれ以上のコンデンサ内の誘

電体セラミック中の鉛 
※1 

8(b)-I 

次に使用される電気接点中のカドミウム及びその化合物: 

- 回路ブレーカ (circuit breakers); 

- 熱感知制御 (thermal sensing controls); 

- サーマルモータ・プロテクタ （密封型 (hermetic) サーマルモータ・プロ

テクタを除く）; 

- 下記定格の AC スイッチ: 

・ 250V AC 以上において 6A 以上; または 

・ 125V 以上において 12A 以上; 

- 18V DC 以上において 20A 以上の定格の DC スイッチ; および 

- ≥ 200 Hz の電圧源周波数において使用するスイッチ 

※1 

9(a)-(Ⅱ) 

吸収式冷蔵庫中のカーボン・スチール冷却システムの防錆用として冷却

溶液中に含まれる 0.75wt%までの六価クロム  

・一定の運転状態で平均使用電力入力?75W の電気ヒータで完全にまた

は部分的に動作するように設計されたもの 

・非電気ヒーターで完全に動作するように設計されたもの 

※1 

13(a) 光学用途に用いられる白色ガラス中の鉛 ※1 

13(b)-(I) カテゴリー1 から 7､10 のイオン着色光学フィルターガラス類中の鉛。 ※1 

13(b)-(II) 
カテゴリー1 から 7､10 のストライキング光学フィルターガラス類中のカドミ

ウム。ただし、本附属書 III の表示記号 39 に該当する用途は除く。 

※1 

13(b)-(III) 
カテゴリー1 から 7､10 の反射率標準用に用いられる釉薬中のカドミウムと

鉛 

※1 

15(a) 

下記基準の少なくとも一つが当てはまる場合の集積回路フリップチップパ

ッ 

ケージ内の半導体ダイとキャリア間における確実な電気接続に必要な 

はんだに含まれる鉛: 

- 90 ナノメートル半導体テクノロジーノード以上の大きさ; 

- いかなる半導体テクノロジーノードにおいても単一ダイサイズが 300mm2 

以上 

- 300mm2 以上のダイ、または 300mm2 以上のシリコンのインターポーザー

を有するスタック型ダイパッケージ 

※1 
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適用除外用途 有効期限 

18(b) 
BSP (BaSi2O5:Pb) 等の蛍光体を含む日焼け用ランプとして使用される放

電ランプの蛍光粉体の活性剤としての鉛(重量比 1%以下) 
※1 

24 
機械加工通し穴付き円盤状および平面アレーセラミック多層コンデンサへ

のはんだ付け用はんだに含まれる鉛 
※1 

29 
理事会指令 69/493/EEC の付属書 I（カテゴリ 1､2､3 および 4)で定義され

ているクリスタルガラスに含まれる鉛 
※1 

32 
アルゴン・クリプトンレーザ管のウインドウ組立部品を形成するために用い

られるシールフリット中の酸化鉛 
※1 

34 
サーメット（陶性合金）を主構成要素とするトリマー電位差計構成部品中

の鉛 
※1 

39(a) 
ディスプレイ照明用途について、ダウンシフトカドミウムベース半導体ナノ

クリスタル量子ドット中のセレン化カドミウム 
※1 

 

 

 

【注記】 

※1 関係団体より適用除外期間延長申請が提出により期限審議中 

    なお、延長申請に関する最新内容は、必ず European Commission の公式ホームページでご確認ください。 

    URL:https://ec.europa.eu/environment/waste/rohs_eee/adaptation_en.htm 

 

期限切れの番号は改正の都度削除します。 

 

過去の改訂履歴 

 版 発行・改訂年月                  主要改定内容 

第1版 1999年4月 発行 

第2版 2000年9月 担当役員挨拶｢はじめに｣改訂 

第3版 2003年1月 担当役員挨拶｢はじめに｣改訂､ISO14001認証取得依頼 

第4版 2007年4月 指定化学物質リスト掲載 

第5版 2009年10月 担当役員挨拶｢はじめに｣改訂､指定化学物質改訂 

第6版 2012 年 1 月 指定化学物質改訂 

第7版 2014 年 2 月 指定化学物質改訂 

第8版 2015 年 3 月 指定化学物質改訂､除外項目改訂 

第9版 2017 年 1 月 担当役員挨拶｢はじめに｣改訂､指定化学物質改訂､除外項目改訂 

第10版 2019 年 3 月 担当役員挨拶｢はじめに｣改訂､指定化学物質改訂､除外項目改訂 

第11版 2020 年 6 月 3.2)｢製品に関する要件｣改訂､指定化学物質改訂､除外項目改訂 

第12版 2021 年 4 月 担当役員挨拶｢はじめに｣改訂､指定化学物質改訂､除外項目改訂 

第13版 2023 年 2 月 指定化学物質改訂 

第14版 2023 年 10 月 指定化学物質改訂､除外項目改訂 
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■ 相談窓口 
 

グローバル調達本部  （堺製作所）   072-257-8531 

 同上  （滋賀製作所）  077-565-3301 

 同上 （淀川製作所）          06-6349-7534 

油機事業部生産管理部 購買グループ  06-6349-7528 

特機事業部企画部 購買グループ  06-6349-7596 

化学事業部 資材部  06-6349-1781 

低温事業部 企画部                   072-252-1257 

 

注）海外拠点は各弊社海外生産拠点調達購買部門 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

グリーン調達ガイドライン 
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ダイキン工業株式会社 

CSR・地球環境センター  

 

〒530-0001 大阪市北区梅田１丁目１３番１号 

（大阪梅田ツインタワーズ・サウス） 

 

本ガイドラインは社会情勢の変化や法律の変更に応じて適宜改訂します。 


